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海外向けビジネスＰＲサイト「京都オンラインテックパビリオン」構築業務に係る 

公募型プロポーザル募集要項 

 

１ 業務の名称 

海外向けビジネスＰＲサイト「京都オンラインテックパビリオン」構築業務 

２ 業務概要 

 ⑴ 業務内容 

優れた技術を有するものづくり分野の市内企業等の日英版のＰＲコンテンツを掲載し

海外に向けてＰＲするウェブサイト「京都オンラインテックパビリオン」を製作する。詳

細は別添の仕様書を参照すること。 

 ⑵ 契約形態 

委託契約とする。 

 ⑶ 契約金額の上限 

２０，０００千円（消費税及び地方消費税相当額を含む。） 

 ⑷ 業務期間 

契約締結日の翌日から令和６年２月２９日（木）まで 

３ 参加資格 

次の各号に掲げる事項の全てを満たしていること。 

⑴ 京都市競争入札参加有資格者名簿に登録している者であること、又は、京都市競争入

札等取扱要綱第２条第１項の各号に掲げる資格を有する者であること。 

⑵ 公募開始日から選定結果の通知の日までの期間に、京都市競争入札等取扱要綱第２９

条第１項の規定に基づく競争入札参加停止を受けていないこと。 

⑶ 宗教活動や政治活動を主たる目的とする団体でないこと。 

⑷ 自らが提案した業務内容を自らが遂行するのに必要な経営基盤を有し、かつ資金等に

ついて十分な管理能力を有していること。 

⑸ 代表者が成年被後見人、被保佐人又は破産者でないこと。 

⑹ 共同事業体による応募にあっては、以下の資格要件を全て満たすこと。 

 ア 共同事業体の全ての構成員は、上記⑴～⑸の要件を満たすこと。 

 イ 共同事業体の代表者は、共同事業体の構成員の中から選定することとし、本市の窓

口となるとともに、共同事業体の正確な意思伝達を行うこと。 

 ウ 共同事業体の所在地は、共同事業体の代表者の所在地であること。 

 エ 共同事業体の全ての構成員は、別の参加者又は別の共同事業体の構成員として本公

募に応募していないこと。 

４ 公募期間 

令和５年１０月２日（月）から令和５年１０月１６日（月）午後５時まで 
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５ 応募手続き等 

 ⑴ 提出締切 

令和５年１０月１６日（月）午後５時まで（郵送にあっては必着） 

⑵ 提出書類及び部数 

  以下の表に示す書類を提出すること。 

書類 様式 部数 備考 

ア 参加表明書 様式１ １部  

イ 企画提案書 様式２ ６部 

・６(2)アの「評価項目」を踏まえ具体的な提案

を行うこと。 

・提案を説明又は補足するための参考資料を提

出してもよい（任意様式）。 

・トップページをはじめ、具体的なサイトデザイ

ン案については必ず提案すること（イメージ画像

を添付など）。 

ウ 類似業務実績報告

書 
様式３ ６部 

・過去５年以内に実施した業務に限る。 

・実績を説明又は補足するための参考資料を提

出してもよい（任意様式）。 

エ 見積書 任意 ６部 

・宛先は京都市長とし、一切の費用に積算根拠を

明示すること。 

・１部は原本を、５部は写しを提出すること。 

オ 会社概要が分かる

書類 
任意 ６部 会社案内パンフレット等 

カ 京都市内に拠点を

有することを証明

できる書類 

任意 １部 
本社所在地が京都市外で、京都市内に拠点を有し

ている場合のみ 

⑶ 提出方法 

   以下の提出先に持参又は郵送すること。郵送の場合は、⑴の締切までに必着とする。 

【提出先】 

〒６０４－８５７１ 京都市中京区寺町通御池上る上本能寺前町４８８番地 

京都市産業観光局 産業イノベーション推進室 

ライフ・グリーン産業振興担当（相宗、原） 

⑷ 仕様書等に関する問合せ 

ア 質問方法 

電子メールのみとし、件名は「海外向けビジネスＰＲサイト「京都オンラインテック

パビリオン」構築業務に関する質問」とすること（宛先：sanshin@city.kyoto.lg.jp）。  

  イ 質問期限 

令和５年１０月１１日（水）午後５時まで 

ウ 回答 

mailto:sanshin@city.kyoto.lg.jp


3 

 

全ての質問及び回答については、京都市情報館の入札・公募型プロポーザル情報内の

産業観光局ページにおいて適宜掲載する。 

６ 審査・選定等 

⑴ 審査方法  

選定委員会を設置し、同委員会において提出書類に基づいて審査を行い、選定する。審

査は非公開とし、審査の経過等に関する問い合わせには応じない。 

なお、必要に応じて、参加者には企画提案に係る説明を求める場合がある。その場合に

は、別途通知する。 

⑵ 評価項目及び選定基準 

  ア 評価項目 

以下の表の評価項目に基づき、評価する。 

評価項目 評価のポイント 評価点 

提案内容 

(様式２) 

各企業のＰＲコンテンツ及びウェブサイトのデザインが見やす

く、海外の企業やビジネスパーソンを中心とした利用者が目的の

情報に容易にアクセスできるような分かりやすいサイト構成か。 

２０ 

今後、海外への販路開拓やビジネスマッチングにつなげていくた

めのサイトの発信も踏まえた、編集・更新がしやすい構成となっ

ているか。 

１０ 

ＳＥＯ対策が十分に検討されているか。 １５ 

サイト内での回遊性向上やマッチングを促す効果的な仕組みが

提案されているか。 
２０ 

業務実績 

(様式３) 
本業務に類似した業務の実績。 １５ 

企業拠点 京都市内に本社又は事業所があるか。(あり：10点、なし：0点) １０ 

見積額 
10 点×（(契約金額の上限－自社の見積額)／(契約金額の上限－

参加者のうち最低見積額)）※小数点第１位は四捨五入 
１０ 

合計 １００ 

  イ 選定基準 

・ 審査員の評価の合計点が最も高い者を受託候補者として選定する。 

・ 審査員の評価の最高点の者が複数の場合は、見積書の金額が最も安価な者を受託

候補者として選定する。金額が同額の場合、当初提案の金額の範囲内で見積書の再

作成を求め、金額が最も安価であった者を受託候補者として選定する。 

・ 参加者が１者のみでもプロポーザルが成立することとし、審査・選定を行う。 

・ 上記にかかわらず、委員の評価点の平均点が６０点未満の場合、受託候補者として

選定しない。 

⑶ 通知 

受託候補者選定後、参加者全員に選定又は非選定の結果を書面にて通知する。 

⑷ 公表 

選定結果通知日の翌営業日以降に、選定結果、参加者、評価点及び選定理由が分かる
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情報を公表するものとする。 

⑸ 契約 

ア 受託候補者と本市との間で、委託内容や経費等について調整のうえ委託契約を締結

する。また、契約に関する費用（収入印紙代を含む）は、受託候補者の負担とする。 

イ 支払方法は、精算払いとする。ただし、業務の実施上、特に必要があると認められる

場合は、別途申出により概算払いとすることができる。 

ウ 企画提案の内容に基づく見積額は、物価の上昇等の正当な理由がない限り契約時に

増額することは認めない。また、提案内容等を勘案して決定するため、委託契約額が

見積額と同じになるとは限らないことに留意すること。 

エ 受託候補者となった者は、その地位・権利の譲渡ができないものとし、契約締結後、

業務全ての履行を再委託することは禁止する。ただし、一部の履行を第三者に委託す

る必要があるときは、あらかじめ本市の承認を得ることとする。 

オ 受託候補者が、特別な事情等により契約を締結しない場合は、その理由を記載した

辞退届を提出すること。 

なお、この場合、次順位者を受託候補者とする。 

７ 注意事項 

⑴  公募手続において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。  

⑵  失格となる参加表明書及び企画提案書  

参加表明書及び企画提案書が次の事項の一つ以上に該当する場合には失格となる場合

がある。 

なお、失格となった場合は、別途通知するものとする。  

ア 提出期限、提出先、提出方法に適合しないもの。  

イ 指定する作成様式及び記載上の留意事項に示された条件に適合しないもの。  

ウ 記載すべき事項の全部又は一部が記載されていないもの。  

エ 虚偽の内容が記載されているもの。  

⑶ その他  

ア 全ての提出書類の作成・提出に係る費用は、参加者の負担とする。  

イ 提出された企画提案書は、受託候補者の選定以外には、参加者に無断で使用しない。

ただし、提案の内容については、今後の参考にすることがある。  

ウ 提出された書類は、受託候補者の選定を行う作業に必要な範囲において、複製を作

成することがある。  

エ 提出期限以降における企画提案書の差し替え及び再提出は認めない。  

オ 全ての提出書類は、返却しない。 

８ スケジュール（予定） 

  令和５年１０月 ２日（月）   公募開始 

      １０月１１日（水）   質問提出期限（午後５時まで） 

      １０月１６日（月）   必要書類の提出期限（午後５時まで） 

      １０月２０日（金）まで 企画提案の審査及び受託候補者の選定 
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９ その他 

⑴ 委託期間の開始から終了までの間、業務実施方法や進捗状況の確認等、業務の円滑な

実施のために、定期的に本市と連絡調整を行うこと。  

⑵ 本業務に係る市の会計実地検査等が行われる場合は、協力すること。  

⑶ 本業務を通じて、著作権や特許権等の知的財産権が発生した場合、その権利は全て本

市に帰属するものとする。 


